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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第75期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第76期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第75期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

売上高 （百万円） 7,586 9,161 40,206

経常利益 （百万円） 3 371 3,378

四半期（当期）純利益又は四

半期純損失（△）
（百万円） △62 174 2,054

純資産額 （百万円） 5,922 7,746 7,962

総資産額 （百万円） 31,596 33,627 35,077

１株当たり純資産額 （円） 167.70 222.31 229.00

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は四半期純損失金

額（△）

（円） △1.91 5.32 62.66

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 17.4 21.7 21.4

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 49 726 3,350

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △518 △432 △1,543

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △436 △445 △2,017

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高
（百万円） 1,924 2,467 2,619

従業員数 （人） 1,616 1,675 1,646

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して　

いない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．第75期第１四半期連結累計(会計)期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１

株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。

４．第75期及び第76期第１四半期連結累計(会計)期間における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。

また、主要な関係会社における異動については「３．関係会社の状況」に記載している。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

なお、清算手続き中であったＦＢエンジニアリング㈱は、平成22年６月23日付で清算手続きが結了した。　

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(人) 1,675(163)

(注) １．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの

出向者を含む就業人員である。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均人員である。

３．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いている。

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(人) 797 (105)

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均人員である。

３．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いている。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称
生産高(百万円)

(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

前年同四半期比（％）

自動車 6,258 －

産業 2,483 －

不動産　 － －

報告セグメント合計 8,741 －

その他　 － －

合計　 8,741 －

(注) １．金額は標準販売価格により表示している。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

(2) 受注実績

当社グループは、主力製品である自動車用蓄電池について、主として見込生産を行っているため、受注高、受注残

高について特記すべき事項はない。

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称
販売高(百万円)

(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

前年同四半期比（％）

自動車 6,471 －

産業 2,566 －

不動産 108 －

報告セグメント合計　 9,146 －

その他　 14 －

合計　 9,161 －

(注) １．セグメント間の取引については相殺消去している。

２．総販売実績に対し、10％以上に該当する販売先はない。

３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結はない。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結会計期間における我が国の経済は、設備投資の下げ止まりや製造業を中心とした企業収益の改

善など、自律的回復への期待感が高まった。しかし、一方では長引くデフレ状況や高い失業率、加えて欧州地域の信

用収縮という新たな懸念要因が発生するなど、依然として先行きは不透明な状況となっている。

このような状況の中で、当社グループの売上高は前年同四半期比1,575百万円（20.8％）増の9,161百万円となっ

た。このうち海外売上高は2,317百万円となり、売上高に占める割合は25.3％となった。

損益面については、海外子会社の利益向上や補修用電池の販売数量の増加等により、営業利益は369百万円（前年

同四半期営業利益1百万円）、経常利益は371百万円（前年同四半期経常利益3百万円）となった。

また、特別利益27百万円（貸倒引当金戻入額）、特別損失8百万円を計上し、税金費用を考慮した結果、第１四半期

純利益は174百万円（前年同四半期純損失62百万円）となった。

　

セグメントの業績は、次のとおりである。

（自動車）

自動車部門は、主に四輪車及び二輪車用蓄電池等を生産しており、売上高は6,545百万円、セグメント利益は323

百万円となった。

（産業）　

産業部門は、機器操作用蓄電池及びＵＰＳ（無停電電源装置）等の生産をしており、売上高は2,624百万円、セ

グメント利益は26百万円となった。

（不動産）　

不動産部門は、テナントビルの賃貸をしており、売上高は108百万円、セグメント利益は32百万円となった。

（その他）

工事サービス事業等、報告セグメントに含まれない「その他」は、売上高は466百万円、セグメント損失は0百万

円となった。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」という）に比べて1,449百万円減

少し33,627百万円となった。流動資産は、前期末比1,396百万円減少し15,966百万円となり、固定資産は、前期末比53

百万円減少の17,661百万円となった。

流動資産減少の主な原因は、売掛債権の減少によるものである。

固定資産のうち、有形固定資産は、前期末比53百万円増加の14,051百万円となった。この増加の主な原因は、減価

償却による減少よりも、建設仮勘定の計上が上回ったためである。

投資その他の資産は、前期末比95百万円減少し3,433百万円となった。

当第１四半期連結会計期間末の負債の合計は、前期末比1,234百万円減少の25,880百万円となった。流動負債は、

前期末比1,710百万円減少の13,796百万円、固定負債は、前期末比476百万円増加の12,084百万円となった。

有利子負債（短期借入金、長期借入金および社債の合計額）は、前期末比211百万円減少の9,300百万円となった。

当第１四半期連結会計期間末における自己資本は、前期末比219百万円減少して7,288百万円となった。

なお、自己資本比率は、前期末の21.4％から21.7％となった。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第1四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同四半期連結会計期間

に比べ542百万円（28.2％）増の2,467百万円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における営業活動による資金収支は、726百万円（前年同四半期比676百万円増）と

なった。これは主に、売上債権の回収による2,134百万円の増加と仕入債務の支払による1,516百万円の減少による

ものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における投資活動による資金収支は、△432百万円（前年同四半期比85百万円増）と

なった。これは主に、有形固定資産の取得による支出432百万円である。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における財務活動による資金収支は、△445百万円（前年同四半期比9百万円減）と

なった。これは主に、長期借入れによる収入400百万円があったが、短期借入金の減少562百万円、配当金の支払196百

万円などによるものである。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、251百万円である。なお、当第１四半

期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要な

変更はない。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,800,000 32,800,000
東京証券取引所市場第

一部

単元株式数は1,000株

である。 

計 32,800,000 32,800,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 32,800 － 1,640 － 422

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記録内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。

①【発行済株式】

　 平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 13,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,737,000 32,737 －

単元未満株式 普通株式 50,000 － －

発行済株式総数  32,800,000 － －

総株主の議決権  － 32,737 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式470株が含まれている。

　

②【自己株式等】

　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

古河電池株式会社
横浜市保土ヶ谷区

星川二丁目４番１号
13,000 － 13,000 0.04

計 － 13,000 － 13,000 0.04

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数の合計は13,000株である。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高(円) 824 765 657

最低(円) 702 555 587

（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】
１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,482 2,634

受取手形及び売掛金 8,513 10,616

商品及び製品 1,604 1,244

仕掛品 1,923 1,658

原材料及び貯蔵品 528 583

繰延税金資産 384 283

その他 ※1
 571

※1
 401

貸倒引当金 △41 △60

流動資産合計 15,966 17,362

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,695 3,730

機械装置及び運搬具（純額） 3,563 3,769

工具、器具及び備品（純額） 345 －

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） － 385

土地 6,033 5,862

リース資産（純額） 181 161

建設仮勘定 232 88

有形固定資産合計 ※2
 14,051

※2
 13,998

無形固定資産

のれん 80 88

リース資産 48 52

その他 46 46

無形固定資産合計 176 187

投資その他の資産

投資有価証券 1,326 1,471

その他 289 292

繰延税金資産 1,941 1,888

貸倒引当金 △123 △123

投資その他の資産合計 3,433 3,529

固定資産合計 17,661 17,715

資産合計 33,627 35,077
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,619 7,813

短期借入金 3,420 3,896

1年内償還予定の社債 1,180 1,180

リース債務 68 62

未払法人税等 325 340

未払消費税等 96 119

賞与引当金 173 450

役員賞与引当金 － 19

その他 1,912 1,625

流動負債合計 13,796 15,507

固定負債

社債 3,180 3,180

長期借入金 1,520 1,255

リース債務 174 165

繰延税金負債 1,047 1,057

退職給付引当金 5,178 5,005

役員退職慰労引当金 － 99

環境対策引当金 18 18

負ののれん 436 453

その他 528 374

固定負債合計 12,084 11,607

負債合計 25,880 27,114

純資産の部

株主資本

資本金 1,640 1,640

資本剰余金 422 422

利益剰余金 5,248 5,270

自己株式 △5 △5

株主資本合計 7,305 7,327

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 271 355

繰延ヘッジ損益 △196 △30

為替換算調整勘定 △91 △144

評価・換算差額等合計 △16 180

少数株主持分 457 454

純資産合計 7,746 7,962

負債純資産合計 33,627 35,077
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 7,586 9,161

売上原価 5,785 6,883

売上総利益 1,800 2,277

販売費及び一般管理費 ※1
 1,799

※1
 1,907

営業利益 1 369

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 29 28

負ののれん償却額 16 16

その他 20 31

営業外収益合計 66 77

営業外費用

支払利息 56 50

為替差損 0 8

その他 7 16

営業外費用合計 64 75

経常利益 3 371

特別利益

貸倒引当金戻入額 15 27

特別利益合計 15 27

特別損失

固定資産処分損 5 1

投資有価証券評価損 1 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7

特別損失合計 6 8

税金等調整前四半期純利益 12 390

法人税等 ※2
 65

※2
 199

少数株主損益調整前四半期純利益 － 191

少数株主利益 10 17

四半期純利益又は四半期純損失（△） △62 174
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 12 390

減価償却費 392 404

のれん償却額 △8 △8

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14 △19

受取利息及び受取配当金 △30 △29

支払利息 56 50

為替差損益（△は益） 0 0

固定資産処分損益（△は益） － 1

有形固定資産除却損 5 －

投資有価証券評価損益（△は益） 1 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7

売上債権の増減額（△は増加） 2,647 2,134

たな卸資産の増減額（△は増加） 186 △540

仕入債務の増減額（△は減少） △1,269 △1,516

賞与引当金の増減額（△は減少） △294 △276

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △4 △19

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7 173

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5 △99

未払消費税等の増減額（△は減少） △246 △21

その他 △103 317

小計 1,358 947

利息及び配当金の受取額 30 29

利息の支払額 △41 △36

法人税等の支払額 △1,298 △213

営業活動によるキャッシュ・フロー 49 726

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △126 △432

無形固定資産の取得による支出 △2 △0

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△394 －

その他 5 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △518 △432
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △147 △562

長期借入れによる収入 － 400

長期借入金の返済による支出 △91 △55

リース債務の返済による支出 △8 △17

配当金の支払額 △163 △196

少数株主への配当金の支払額 △23 △14

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △436 △445

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △905 △152

現金及び現金同等物の期首残高 2,829 2,619

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,924

※
 2,467
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１．連結の範囲に関する

事項の変更

(1) 連結の範囲の変更　

当第１四半期連結会計期間において、清算手続き中であったＦＢエンジニアリング株式

会社は清算手続きが結了したため、連結の範囲から除外している。

(2) 変更後の連結子会社の数

14社　

２．会計処理基準に関す

る事項の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用している。

これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微である。

【表示方法の変更】

　当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）　

（四半期連結貸借対照表）

前第１四半期連結会計期間において、「機械、運搬具及び工具器具備品」として掲記されていたものを、より適切な勘

定科目として、当第１四半期連結会計期間より「工具、器具及び備品」に変更して表示している。　

　

（四半期連結損益計算書）　

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。　　

【簡便な会計処理】

 当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１.一般債権の貸倒見積

高の算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい

変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算

定している。

２.棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年

度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっている。

３.固定資産の減価償却

費の算定方法

　連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して計算している。

４.法人税等並びに繰延

税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一

時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用し

た将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっている。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第1四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効

税率を乗じて計算している。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示している。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　流動資産の「その他」には手形債権の流動化を目的

とした債権譲渡に伴う支払留保額が158百万円含まれ

ている。

※１　流動資産の「その他」には手形債権の流動化を目的

とした債権譲渡に伴う支払留保額が150百万円含まれ

ている。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、30,215百万円であ

る。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、29,741百万円であ

る。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりである。

販売手数料 62百万円

賞与引当金繰入額 58百万円

貸倒引当金繰入額 30百万円

賃金給与・賞与手当 415百万円

退職給付費用 71百万円

旅費交通費 70百万円

減価償却費 64百万円

※２　税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に特

有の会計処理を適用しているため、法人税等調整額は

法人税等に含めて表示している。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりである。

販売手数料 91百万円

賞与引当金繰入額 54百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円

賃金給与・賞与手当 407百万円

退職給付費用 99百万円

旅費交通費 70百万円

減価償却費 79百万円

※２　税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に特

有の会計処理を適用しているため、法人税等調整額は

法人税等に含めて表示している。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日現在)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年６月30日現在)

現金及び預金勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金　

1,939百万円

△15百万円　

現金及び現金同等物 1,924百万円

現金及び預金勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金　

2,482百万円

△15百万円　

現金及び現金同等物 2,467百万円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成

22年６月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

(株)

　普通株式 32,800,000

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

(株)

　普通株式 13,571

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項なし。

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額　

　
　
決議　

株式の種類
配当金の総額
（百万円）　

１株当たり
配当額
（円）

基準日　 効力発生日　 配当の原資　

平成22年６月29日

定時株主総会　
普通株式　 196　 　6

平成22年３月31日

　
平成22年６月30日利益剰余金　

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末

後となるもの

 　該当事項なし。

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項なし。

EDINET提出書類

古河電池株式会社(E01917)

四半期報告書

18/25



（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年4月1日　至　平成21年6月30日）

 
蓄電池・電源
(百万円)

その他　
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 7,396 190 7,586 － 7,586

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 7,396 190 7,586 － 7,586

営業利益又は営業損失（△） △16 17 1 － 1

（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分している。

２．各事業区分の主要な事業内容　

事業区分　 主要な事業内容　

蓄電池・電源　  鉛蓄電池、アルカリ蓄電池、電源機器の製造及び販売　

その他　  不動産賃貸業等　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 6,162 1,424 7,586 － 7,586

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
2 20 23 (23) －

計 6,164 1,444 7,609 (23) 7,586

営業利益又は営業損失（△） △119 126 6 (5) 1

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分している。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりである。

アジア……………タイ

３．営業費用は全て各セグメントに配賦している。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,205 287 1,493

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 7,586

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
15.9 3.8 19.7

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分している。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりである。

アジア……………タイ、マレーシア

その他の地域……中近東、アフリカ、ヨーロッパ

３．海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。　

　当社は、本社に事業本部を置き、その下に製品・サービス別の統括部門を置いている。各統括部門は、取り扱う製

品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開している。　

　したがって、当社は、統括部門を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「自動車」、

「産業」及び「不動産」の３つを報告セグメントとしている。

　「自動車」は四輪車及び二輪車用蓄電池等を生産している。「産業」は機器操作用蓄電池及びＵＰＳ（無停電電

源装置）等の生産をしている。「不動産」は、テナントビルの賃貸をしている。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年６月30日）

（単位：百万円）　

　

　

報告セグメント　 その他

（注）　
合計　

自動車 産業　　 不動産　 計　

売上高　 　    　    　    　    　    　    

外部顧客への売上高　 　6,471 　2,566 　108 　9,146 　14 　9,161

セグメント間の内部売

上高又は振替高　
　74 　58 　－ 　132 　451 　584

計　 　6,545 　2,624 　108 　9,279 　466 　9,746

セグメント利益　 　323 　26 　32 　382 　△0 　382

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「工事サービス事業」及び「保

険事業」等を含んでいる。　　
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）　

（単位：百万円）　

利益　 金額　

報告セグメント計　 　382

「その他」の区分の利益　 　△0

セグメント間取引消去　 　△5

のれんの償却額　 　△7

四半期連結損益計算書の営業利益　 　369

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項なし。　

　

（追加情報）　

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用第20号　平成20年３月21日）を

適用している。　　

　

（金融商品関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

金融商品関係において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略している。

　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

有価証券については、当社グループの事業の運営において重要なものとなっていないため、記載を省略している。　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

当社グループが行っているデリバティブ取引の残高については全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略して

いる。

（ストック・オプション等関係）

該当事項なし。

（企業結合等関係）

該当事項なし。

（資産除去債務関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

該当事項なし。

　

（賃貸等不動産関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略している。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 222円31銭 １株当たり純資産額 229円0銭

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額 （百万円） 7,746 7,962

純資産の部の合計額から控除する金額 （百万円） 457 454

　（うち少数株主持分） （百万円） (457) (454)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 （百万円） 7,288 7,508

四半期末（期末）の普通株式の数 （千株） 32,786 32,786

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 1円91銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していない。

１株当たり四半期純利益金額 5円32銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） （百万円） △62 174

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純

損失（△）　　　　　　　　　　　　　　　　　
（百万円） △62 174

普通株式の期中平均株式数 （千株） 32,786 32,786

（重要な後発事象）

該当事項なし。

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に

係る方法に準じて処理を行っているが、リース取引残高に前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、

記載を省略している。

２【その他】

該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月11日

古　河　電　池　株　式　会　社

　取　締　役　会　御　中

新　日　本　有　限　責　任　監　査　法　人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒　澤　誠　一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 秋　山　賢　一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている古河電池株式会社

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年6月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、古河電池株式会社及び連結子会社の平成21年6月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書に記載された事項を電子化したものであり、四半期レビュー報告書の原本は四

半期連結財務諸表に添付される形で別途会社に保管されている。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月10日

古　河　電　池　株　式　会　社

　取　締　役　会　御　中

新　日　本　有　限　責　任　監　査　法　人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 秋　山　賢　一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂　田　純　孝　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている古河電池株式会社

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年4月1日から平成22年6月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、古河電池株式会社及び連結子会社の平成22年6月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書に記載された事項を電子化したものであり、四半期レビュー報告書の原本は四

半期連結財務諸表に添付される形で別途会社に保管されている。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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